
2009年度秋期　京都労働学校（夜間）「実務に役立つ労働法講座」
第９回「労基法上の権利行使と不利益取扱い」

2009.12.08. 　佐藤敬二

　

はじめに
　・前半：東朋学園事件・最高裁判決の検討

　・後半：「労基法上の権利行使と不利益取扱い」をめぐる最高裁判決の動向

［前半：東朋学園事件の検討］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          ［資料１］参照
１．事実の概要
　1.事実関係

　　　Ｘ（従業員：事務職）、Ｙ（学校法人：代々木ゼミナール）

　　　Ｘは、平成6年7月8日出産後、産後8週間休業（労基法65条）、引き続き勤務時間短縮（旧育休法10条）

　　　Ｙの賞与支給要件は、就業規則で出勤率90％以上とされており、支給日、支給の詳細については、その都度「回覧」にて知らせることとされていた。

　　　平成6年度末の賞与に関する「回覧文書」において、出勤率の算定に当って、産後休業日数を欠勤日数に参入すると定め
平成7年度夏季賞与に関する「回覧文書」においては、産後休業日数に加えて勤務時間短縮措置による育児時間をも欠勤日数に参入するという取扱いが定め
結果として、Ｘに対する両賞与が不支給

そこで、公序違反、就業規則の不利益変更を理由に賞与、慰謝料と弁護士費用、
選択的に不法行為による損害賠償を請求
　2.1審判決：請求認容

　　賞与は賃金、90%条項の有効性、欠格条項は無効

3.2審判決：控訴棄却

　　①90％条項は、出勤率向上のためであって一応経済合理性を有する

回覧文書は就業規則と一体

②賞与は給与、産前産後休業は法律上無給、不支給でも不利益でない

90％条項によるカットは、産前産後休業の趣旨を没却

　　　　日数算入は公序違反で無効、ただし一部無効

　　③支給要件は、本件除外要件のない状態に復すので、賞与全額支払い

　　　　女性差別ではない

4.差戻審判決

　　就業規則の変更には合理性がある、女性差別はない、→欠勤分の控除可能

　　＊就業規則の不利益変更・女性差別について判断し、それ以外は最高裁判決踏襲

２．最高裁判決

　　　①、②は是認。③は原審破棄差戻し

　　　産前産後休業は無給、年休の出勤みなし規定・平均賃金の控除規定は、特別の考慮

　　　　労使間の特別の合意がないと賃金請求権はない

　　　出勤率を設けることは経済合理性

　　　　「これにより上記権利等の行使を抑制し、ひいては労働基準法等が上記権利等を保障した趣旨を実質的に失わせるものと認められる場合に限り、公序に反するものとして無効となると解するのが相当である」（エヌ・ビー・シー工業事件才高裁判決、日本ジェーリング事件最高裁判決、沼津交通事件最高裁判決）

　　　90％条項は不利益を課す、賞与の比重が大きい、産前産後休業をとると該当する

　　　　ので、権利取得への抑止力は相当強いので、公序違反で無効。一部無効

　　　回覧文書で算定式、産前産後休業期間中は減額対象となる

　　　　休業期間は不就労であるし、法的に賃金請求権はないので、減額条項は有効

　　　＜横尾意見＞Ｘのみを対象とした不利益規定の遡及適用は公序違反で無効

　　　＜泉反対意見＞公序違反で無効←女性従業員の不利益性より

　　　

３．検討

1.産前産後休業・時間短縮措置

　　1.規定：労基法65条（産前産後休業）、旧育休法10条（時間短縮措置）→現23条

　　　　なお、労基法39条8項（年休の算定基準）、12条3項（平均賃金の算定基準）

　　2.無給の根拠は何か

　　　　1審・2審・Ｙは、「ノーワーク・ノーペイ」

　　　　最高裁は、立法趣旨より

　　3.検討：無給の根拠は実は不明確

　2.賞与の法的性質

　　　0.賞与の実態

　　　　　ad hocな支給でなく、就業規則（一体の賃金規定等）で規定化されている

　　　　　しかし、多くは、金額についてはその都度決定する、となっている

　　　1.賃金か恩恵かの判断基準：制度化

　　　　　本判決：賃金と判断

　　　2.賃金だとして労働者が具体的請求権を有するか

　　　    福岡双葉学園事件・最高裁判決（平成19.12.18）

　　　　　　賞与の金額はその都度決定するので、決定がないと具体的請求権はない
　　　　　本判決：「回覧」に従った金額支給　←上の判断を継承

　　　　　　　　　ただし、「賞与のカット」との認識も

　　　3.検討

私自身は、諸要素から具体的権利性が確定できると考えている

　前年度賞与が労働契約内容になっている、労働協約による効力、など

本判決で、「カット」という認識が示された点は注目できる

　3.不就労としての取扱い

　    2.原審：権利の行使を抑制するものは公序違反

本判決：権利の行使を抑制するものは公序違反、金額の大きさ

　　　3.検討：→「後半」へ

　4.欠勤としての減額措置（原審と本判決の相違点）

　　　2.本判決：規定どおりに計算するべき

　　　3.検討：学説

　　　　＜野田＞ありえる判断

　　　　＜中野＞比例でない、健康保険給付との関係での無給、他の欠勤の無給がない

　　　　＜野川＞賃金と賞与の二重の不利益、出勤できない

3.検討

　　　　　賞与の法的性質に対する理解が影響している

　　　　　減額条項の有効性：出勤インセンティブと産休・育休は異なる

　　　　　　産休・育休は「サボり」ではない、産休だと出勤できない

　　　　　本判決の論理下で減額条項が無効となる可能性はあるか

　　　　　　本件は、欠勤に比例して減額ではなく、場合によってゼロにもなる

　　　　　　どこまで、「出勤インセンティブ」を許容するのか

　　　4.なお育児休業法改正（平成１７年４月１日施行）→10条で不利益禁止　→指針
　5.女性差別（原告は中心的に主張、判決ではほとんど取り上げられなかった点）
      2.1審・2審・最高裁ともに認めていない。ただし、泉裁判官反対意見

　　　3.検討：学説

　　　　＜中島＞育児休暇取得による不利益取扱いは間接差別

　　　　＜橋本＞産休は公序違反の可能性、ただし、結論は本判決と同様（間接差別は否定）

　　　　　　　　時間短縮措置については女性差別は成立しない

　　　3.検討：間接差別禁止法理について

　　　　　現行法：雇用機会均等法7条→3つの場合に限定して

　　　　　諸見解：消極的←判断基準が不明確、同一賃金同一労働など別の法理で

　　　　　　　　　積極的←コース別雇用、パートタイマー差別、育児休業取得など

　6.当該女性に対する差別・不法行為

＜中野麻美：原告代理人弁護士＞懲戒解雇、女性差別、組合嫌悪
［資料］日本における非正規労働者の人権（＜http://www.ritsumei.ac.jp/~satokei/＞に原稿

1)間接性差別禁止法理

　これは、性中立的な基準や要件に基づく取扱いではあるが、一方の性に差別的な効果をもたらし、かつそれが正当性をもたないものを禁止する法理である。ヨーロッパでは、パートタイム労働者に男性が女性より多いという状況においてはパートタイム労働者とフルタイム労働者の賃金格差が性差別にあたると扱われている(35)。男女雇用機会均等法に本法理を規定するべきであるとの主張が続く中、2006年６月１５日に法改正が成立し、2007年４月に施行されることとなった。そこでは、「性別以外の事由を要件とするもののうち」、「実質的に性別を理由とする差別となる」ものについて、「合理的な理由がある場合でなければ」、これを講じてはならないとされた（新第７条）。しかし、使用者側の消極的意見が強かったため、該当する場合は省令において、募集・採用時の身体・体重・体力要件、総合職採用時の全国転勤要件、昇進時の転勤経験要件の３つに限定されることになった。それに対して、それ以外が問題なしと解釈されてはならないとして、司法判断でそれ以外の差別も違法となることを周知するとの附帯決議が付されている。ただ、法改正の下になった「男女雇用機会均等政策研究会」報告書は、「正社員とパートタイム労働者の間で職務の内容や人材活用の仕組みや運用などが実質的に異なる」場合には差別とならないことを認める内容となっており、パートタイム労働者に対する適用を認めるための法解釈が求められる。またパートタイム労働者の雇用条件改善のためには、以下の諸法法理ではなく差別禁止法理によるべきであるとの主張もあるが(36)、本法理の有効性は認めるもののやはり、パートタイム労働者の雇用管理自体を是正していくことに向けた法理こそが必要であろう。

［後半：最高裁判決の動向］
１．労働法上の諸規定

  1.主要規定一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２］参照

　2.立法理由

　　　本来は、公法的効力を発揮させるための根拠法

　　　　刑罰（←罪刑法定主義）、行政救済（←法治主義・法律の留保）

　　　　民事罰に関しては、規定するまでもなく権利侵害が違法であることは当然のこと

　　　しかし、近年では、規定化の動き

２．主要判決

  1.東朋学園事件・最高裁判決（本判決）

  2.沼津交通事件・最高裁判決（本判決が引用）　　　　　　　　　　　　　　　　［資料３］参照

　　　1審は不利益取扱いすべて公序違反、2審は年休の趣旨が失われる場合に公序違反

　　　最高裁は後者の見解をとり、結果として規定は有効と判断

  3.エス・ウント・エー事件・最高裁判決（本判決が引用せず）　　　　　　　　　［資料４］参照

　　　年休の賃金支払義務より賞与計算に際し欠勤扱いはできない

  4.日本シェーリング事件・最高裁判決（本判決が引用）　　　　　　　　　　　　［資料５］参照

　　　制度は合理的、趣旨を実質的に失わせる場合に無効、結果として抑止力が強く無効

　5.エヌ・ビー・シー工業事件・最高裁判決（本判決が引用）　　　　　　　　　　［資料６］参照

　　　制度趣旨は合理的、生理休暇の取得を著しく困難にするものでないので有効

	判決名
	権利
	制限根拠
	制限対象
	判断

	大国自動車事件

東京地判H17.9.26
	年休
	就業規則
	賞与
	有効

	練馬交通事件

東京地判H16.12.27
	年休
	就業規則
	皆勤手当・安全服務手当
	有効

	★東朋学園事件

最判H15.12.4
	産前産後休暇
	就業規則
	賞与
	無効

有効

	錦タクシー事件

大阪地判H8.9.27
	年休
	労働協約
	賞与
	有効

	★沼津交通事件

最判H5.6.25
	年休
	労働協約
	精皆勤手当
	有効

	★エスウントエー

最判H4.2.15
	年休
	就業規則
	賞与
	無効

	★日本シェーリング

最判H1.12.14
	産前産後休暇
	労働協約
	賃金引き上げ
	無効

	★エヌビーシー

最判S60.7.16
	生理休暇
	労働協約
	精皆勤手当
	有効


　6.津田沼電車区事件・最高裁判決　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料７］参照

　　　年休を利用して争議行為は、正常な勤務体制を前提とする年休の趣旨に反するので、

年休権は発生しない

←年休日確定した後に、争議利用、の事例

３．検討

　1.最高裁の判断基準をめぐって

　　　権利取得を実質的に抑制する場合に公序違反

　　　　日本シェーリング事件判決と結論の差異は、賃金と賞与による判断の差異

　　　　沼津交通事件・エヌビーシー工業事件判決との差異は、抑制の程度の差異

　　　　←抑制程度判断によって差異が生じる、制限対象の種別によっても差異が生じる
権利行使に対する不利益変更は公序違反

エス・ウント・エー事件判決を、沼津交通事件判決も本件判決も参照していない
　2.権利行使抑制の程度

　　　著しく困難、趣旨に反する、権利であるから

  3.労働者の被る不利益の程度

      賃金・賞与・精皆勤手当

　4.私見

「労働者が受ける不利益が小さければ許容するというこれらの判断には疑問がある。むしろ、労基法上の権利行使を理由とする不利益扱いは一般的に禁止されるという原則を確立すべきであろう。」（下記［参考文献］［第６版・現在改訂作業中］の記述）

［参考文献］

労働基準法の解説としては、

西谷敏・萬井隆令編『労働法２［第５版］』（2005年、法律文化社）

［資料］子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針
三　法第十条、第十六条及び第十六条の四の規定による育児休業、介護休業又は子の看護休暇の申出又は取得を理由とする解雇その他不利益な取扱いの禁止に適切に対処するに当たっての事項
　育児休業、介護休業又は子の看護休暇の申出又は取得をした労働者の雇用管理に当たっては、次の事項に留意すること。 
	(一)
	　法第十条、第十六条及び第十六条の四の規定により禁止される解雇その他不利益な取扱いは、労働者が育児休業、介護休業又は子の看護休暇の申出又は取得をしたこととの間に因果関係がある行為であること。

	(二)
	　解雇その他不利益な取扱いとなる行為には、例えば、次に掲げるものが該当すること。 

イ
　解雇すること。
ロ
　期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと。
ハ
　あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること。
ニ
　退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更の強要を行うこと。
ホ
　自宅待機を命ずること。
ヘ
　降格させること。
ト
　減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと。
チ
　不利益な配置の変更を行うこと。
リ
　就業環境を害すること。


	(三)
	　解雇その他不利益な取扱いに該当するか否かについては、次の事項を勘案して判断すること。 

イ
　勧奨退職や正社員をパートタイム労働 者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更は、労働者の表面上の同意を得ていたとしても、これが労働者の真意に基づくものでないと認められる場合に は、(二)ニの「退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更の強要を行うこと」に該当すること。
ロ
　事業主が、育児休業若しくは介護休業の休業終了予定日を超えて休業すること又は子の看護休暇の取得の申出に係る日以外の日に休業することを労働者に強要することは、(二)ホの「自宅待機」に該当すること。
ハ
　育児休業若しくは介護休業の休業期間中又は子の看護 休暇を取得した日について賃金を支払わないこと、退職金や賞与の算定に当たり現に勤務した日数を考慮する場合に休業した期間又は子の看護休暇を取得した日 数分は日割りで算定対象期間から控除すること等専ら休業期間又は子の看護休暇を取得した日は働かなかったものとして取り扱うことは、不利益な取扱いには該 当しないが、休業期間又は子の看護休暇を取得した日数を超えて働かなかったものとして取り扱うことは、(二)トの「不利益な算定」に該当すること。
ニ
　配置の変更が不利益な取扱いに該当するか否かについ ては、配置の変更前後の賃金その他の労働条件、通勤事情、当人の将来に及ぼす影響等諸般の事情について総合的に比較考量の上、判断すべきものであるが、例 えば、通常の人事異動のルールからは十分に説明できない職務又は就業の場所の変更を行うことにより、当該労働者に相当程度経済的又は精神的な不利益を生じ させることは、(二)チの「不利益な配置の変更」に該当すること。
ホ
　業務に従事させない、専ら雑務に従事させる等の行為は、(二)リの「就業環境を害すること」に該当すること。



(35) 宮崎由佳「パートタイム労働と間接性差別」労働法律旬報1489-1490号（2000年）49頁以下


(36) 中窪裕也「条件格差と法規制のフォーカス」日本労働研究雑誌489号（2001年）44頁以下
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